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基準２ 教育研究組織 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点２－１－①： 学部及びその学科の構成（学部、学科以外の基本的組織を設置している場合には、その構

成）が、学士課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

【観点に係る状況】 

群馬県は昭和27 年に群馬県立看護学院、昭和33 年に群馬県立診療エックス線技師養成所を設立した。以降、

これらが改組されて群馬県立福祉大学校、群馬県立医療短期大学となり、看護師、保健師、診療放射線技師を養

成する学科が設置されてきた。そして、この群馬県立医療短期大学を改組する形で本学が設立された。 

両学部とも「保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和二十六年八月十日文部省・厚生省令第一号）」及び

「診療放射線技師学校養成所指定規則（昭和二十六年十二月十一日文部省・厚生省令第四号）」（以下、「各指定規

則）という。）の基準に基づく教育組織を有し、これに適合するカリキュラムを編成して専門教育を行っている。 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

本学の学部学科構成は、本学の目的に則した適切なものである。 

 

 

観点２－１－②： 教養教育の体制が適切に整備されているか。 

 

【観点に係る状況】 

教養教育科目の卒業要件は看護学部22 単位以上、診療放射線学部18 単位以上であるが、授業科目の提供は

32 科目 61 単位であり、学生の興味・関心に応じて選択履修できるよう配置されている。非常勤講師担当によ

る科目については、専任教員による支援体制がとられ、教育の円滑化が図られている。（資料２－１－②－１） 

 

資料２－１－②－１ 非常勤講師担当科目に対する支援体制（「教養教育科目・専門基礎科目支援体制について」より抜粋） 

２ 当該科目の支援を担当する専任教員 

 専任教員以外の教員が主として担当する教養教育科目・専門基礎科目は、１科目につき、講師以上の専任教員２名が担当する（以

下、支援担当教員とする。）。なお、英語に関しては、英語の専任教員が担当する。 

 実験補助を必要とする専門基礎科目に関しては、別に定める。 

３ 支援担当教員の業務 

 支援担当教員は、主として次の業務を行う。 

（１）カリキュラムの趣旨、教養教育科目の基本方針、当該科目における科目概要の説明 

（２）当該科目に関する試験日程等の調整及び試験監督 

（３）当該科目に関する学生による授業評価に関する趣旨説明 

（４）当該科目の授業内容の把握 

（５）担当教員交代時の教員候補者の推薦 

（６）その他、当該科目の教育内容に関わる事項 
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 【分析結果とその根拠理由】 

 本学における教養教育の体制は、適切に整備されている。専任教員以外が担当する科目について、専任教員に

よる支援体制が確立され、有効に機能している。 

 

 

観点２－１－③： 研究科及びその専攻の構成（研究科、専攻以外の基本的組織を設置している場合には、そ

の構成）が、大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

【観点に係る状況】 

看護学研究科には実践看護学領域と看護教育学領域の２領域が置かれ、実践看護学領域は看護実践に資する研

究能力を備えた研究者の育成を、看護教育学領域は基礎教育学、卒後教育・継続教育を展開するための教育能力

を備えた看護学教員の育成を目指している。 

診療放射線学研究科は放射線画像検査学分野及び放射線治療学分野の２分野で構成される。これら分野の課程

修了により高度医療専門職者としての知識基盤を身につけた指導者として、医療現場における高い専門性の維持

と展開が期待できる。（資料２－１－③－１） 

 

資料２－１－③－１ 大学院の設置趣旨 

○看護学研究科 

 看護学士課程においては、群馬県民をはじめ様々な地域に生活する人々の生涯に渡る健康水準の維持・向上を目標として、生涯発

達看護学・地域健康看護学・看護技術学・機能看護学という４専門領域からなる新たな看護学教育モデルを構築した。従来の看護学

教育は、小児・成人・母性・老人といった発達モデルを主軸に据え構築されており、昭和43 年我が国に導入された。その後、約40

年が経過し、医療の現状は、医療の高度化・入院期間の短縮化・在宅医療の推進等、大きな変化をきたしている。看護は、社会の変

化と密接に関係する。この変化に対応するためには、特定の時期、特定状況下焦点化された従来の発達モデルによる看護学教育から

人間の生涯を視野に入れ、あらゆる生活の場の特徴を反映したモデルによる看護学教育への移行が必要である。また、ここに看護へ

の政策・管理・教育の視点を反映することを通して社会の変化に対応できる教育を実現できる。本学は、このような必要性に応じて

４専門領域からなる新たな看護学教育モデルを構築した。平成 20 年４月現在、我が国の看護系大学は 168 校にまで増加し、各大

学は本学と同様に各々の立場から社会の変化に対応できる多様な看護学教育モデルを構築し、教育を開始した。 

 群馬県立県民健康科学大学大学院看護学研究科（以下、「本研究科」という。）は、本学及び我が国の看護系大学におけるこのよう

な看護学教育モデルが、十全にその機能を発揮し、地域への研究成果の還元を通し、今後、生じるであろう社会の更なる変化に対応

していくことのできる研究者あるいは教育者の育成を目指す。 

 

○診療放射線学研究科 

 診療放射線学は、理学・工学的知識基盤を医学における放射線画像検査学並びに放射線治療学の進歩のために高度に応用すること

により、人々の健康と福祉の向上に貢献することを目的とした総合的かつ学際的な科学である。本診療放射線学研究科診療放射線学

専攻（修士課程）の理念は、放射線画像検査学、放射線治療学等の臨床に即した学術研究を積極的に遂行することにより、個人及び

集団の健康支援、疾病の予防、治療効果の向上への寄与を目指すと同時に、学際的学問領域である診療放射線学のさらなる発展に貢

献することである。かかる理念に沿って、本研究科は独自の手法と創造性をもって、健康支援に結びつく診療放射線学の体系化及び

これと密接に関係する物理現象並びに生命現象の探求を行う。 

 群馬県立県民健康科学大学では、群馬県並びに我が国における診療放射線学の教育研究拠点として機能すべく、平成17 年４月に
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設置された診療放射線学部を基盤とし、博士課程を視野にいれた診療放射線学研究科診療放射線学専攻（修士課程）を設置する。 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

本研究科及び専攻の構成は、保健医療における高度専門職及び教育者の育成の目的を達成する上で適切なもの

となっている。 

 

 

観点２－１－④： 専攻科、別科を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切な

ものとなっているか。 

 

該当なし 

 

 

観点２－１－⑤： 附属施設、センター等が、教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

該当なし（地域連携センターについては平成２４年度から開設のため） 

 

 

観点２－２－①： 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。 

 また、教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が、適切に構成されており、

必要な活動を行っているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学では学内における最高議決機関として学部研究科合同会議を置き、全学的で各学部・各研究科に共通する

教育活動に係る重要事項について審議している。 

学部の教育課程や試験、単位認定等の重要事項は学部ごとに設置されている教授会にて審議している。教授会

構成員は学校教育法第93 条第２項の規定に基づき、教授、准教授、専任講師及び助教である。大学院研究科は、

大学院を担当する教授によって構成される研究科委員会であり、教育課程や修士論文審査、試験、単位認定等の

重要事項を審議している。 

学部研究科合同会議、教授会、研究科委員会は原則毎月１回開催されている他、必要に応じて臨時に開催され

ている。（組織の状況については、「基準11 管理運営について」において詳述する） 

 大学全体として教育課程や教育方法を検討する組織としては合同教務委員会が設置され、学部や研究科におけ

る教育課程や教育方法の充実・改善を図ることを目的に、各学部及び各研究科に教務委員会が置かれており、教

育課程編成や授業計画等教育内容の実質的な企画・点検を行っている。合同教務委員会の組織構成は、両学部長

を含む各分野領域からの代表となっているため、実質的な検討に適切な構成となっている。また、各学部、研究

科の教務委員会も各分野領域からの代表で構成され適切に検討が行える体制になっている。各委員会の組織構成

や検討事項は、各々の委員会規程（規程集 P.25～）により定められており、月一度の定例委員会の他、必要に

応じて臨時に開催している。 

 

【分析結果とその根拠理由】 
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 教育活動に係る重要事項を審議するために、全学組織としての学部研究科合同会議、学部ごとの教授会及び研

究科ごとの研究科委員会が設置され機能していることから、必要な活動を行っている。 

また、合同教務委員会をはじめとする各種学内委員会も、審議事項や構成員が規程により適切にかつ明確に定

められ、必要な回数の会議を開催しており、各学部及び各研究科の教育課程や教育方法についての実質的な検討

が行われている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

・大学及び大学院の目的と学部及び研究科の構成とは整合性があり、教育研究のための実施体制が適切に機能し

ている。 

・学部研究科合同会議は両学部及び両研究科をまとめる学内の最高意思決定機関として機能し、その下で両学部

及び両研究科が各々独自性をもって、教育研究を実施する体制になっている。 

 

【改善を要する点】 

・教育活動に係る重要事項は教務委員会にてあらかじめ審議され、教授会において審議されるが、ほとんどの場

合そのまま承認されている。すべての専任教員が構成員である教授会で実質的な審議は困難であるが、教員か

らの意見が出やすい教授会運営が求められる。 


